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株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご厚情を賜り、厚く御礼申し上げます。 

第６２期中間決算期（平成１７年１０月１日～平成１８年３月３１日）の

事業報告書をお届けするにあたりまして、一言ご挨拶を申し上げます。 

当社は大正５年４月１８日の創業以来、革新的な“粉体技術”を

提供し続けることにより世界の産業に貢献することを企業理念として

グローバルな事業を展開してまいりました。本年４月、創業９０周年

を迎えることができましたのもひとえに株主の皆様各位のご支援と

ご理解の賜物と感謝申し上げます。 

当期は新３ヵ年計画の初年度として「創造と基盤の強化」をスロー

ガンに、新技術の創造とより強固な収益力基盤の確立を目指し取り

組んでおりますが、過年度に亘り取り組んできた収益体質強化の

ための施策が実り、対前年同期比におきまして大幅な増益を計上

することができました。特に受注面におきましては、新製品・新技術

の寄与などにより大幅な受注増となりました。 

このような状況を受け、当期業績も順調に推移する見通しとなりまし

たことから、株主の皆様各位の日ごろのご支援にお応えすべく、１株

当たり２円５０銭の中間配当を実施させていただくことといたしました。 

当社グループでは本年３月末に機能性ナノコンポジットマテリアル

生産工場として奈良県・五條市に新しい生産設備を稼動させました。

今後のマテリアルビジネス拡大に向け、機能性ナノ複合粒子を配合

した独自ブランドの化粧品『ナノクリスフェア』及び養毛料『ナノイン

パクト』を戦略製品として拡販を図るとともに、その技術を応用した

新素材開発を積極的に展開してまいります。 

粉体技術分野における世界のトップ企業として、つねに新技術・

新製品を提供することにより、次世代技術と産業の発展に貢献して

まいります。 

最後に、株主のみなさまにおかれ

ましては、今後ともより一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。 

平成１８年６月 

代表取締役社長　 

細 川 益 男 

 

 

株主のみなさまへ 
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当中間連結会計期間におけるわが国経済は、昨年１０～１２月

期の成長率は前期比年率４.３％と７～９月期の前期比年率０.８％

を大幅に上回ったのに続き、１～３月期も年率換算で１.９％の成長

となり、個人消費と設備投資の内需が主導した巡航速度の成長

を維持しました。米国についても、概ね順調なペースで景気拡大

を続けており、今後も３.５％程度とみられる潜在成長率前後での

成長が見込まれます。一方、欧州につきましては、緩やかながらも

景気は回復基調にあるものの、ユーロ高、失業率の高止まり、個人

消費の横ばい等の懸念材料が依然として解消されず、力強い

景気の回復にはいたりませんでした。またアジアにおきましては

原油価格の高騰に伴う経済へのマイナスの影響は最小限に食い

止められ、中国では設備投資や輸出を中心に依然として高い

成長率を維持しております。 

このような環境の中、当企業グループでは、積極的に営業展

開を推し進めるとともに、原価の低減やコストの削減に取り組み

ました。 

当中間連結会計期間の業績は、受注高は、２４４億９千３百万円

（前年同期比２６.８％の増加）、受注残高は１６６億３千５百万円

（前年同期比４９.６％の増加）、売上高は197億円で前年同期比

３.７％の増収となりました。利益面におきましてはグループ一丸

となった原価、販売費及び一般管理費の削減活動により収益性

は一層改善し、営業利益１０億４千万円（前年同期比５３.１％

の増加）を計上することができました。また、経常利益も１１億

８千７百万円（前年同期比２.７倍）の利益を計上いたしました。

中間純利益につきましても７億６千１百万円（前年同期比１.８倍）

となりました。 

営業の概況 

■事業別売上比率 

中間期 
総売上高 
１９７億円 

粉体関連事業 
６６.７%

プラスチック薄膜 
関連事業 
１６.４%

環境関連事業 
７.５%

製菓関連事業 
９.４%
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5,919
5,102

26,406

事業別の概況 

粉体関連事業 
同事業は、粉砕・分級装置、混合・乾燥装置を中心に当企業グループ

の主力製品が多くを占める分野であります。世界的な原油価格高騰の中、

米国経済は依然として好調に推移している一方で、ユーロ経済は依然

低迷しているものの欧州ユニットの輸出拡大等でＩＴ関連（電子材料、

トナー、磁石）、ミネラル、樹脂、カーボン及び食品市場を中心に全般的に

好調に推移いたしました。この結果、

当中間連結会計期間の受注高

は１６６億９千８百万円（前年同期

比１７.６％の増加）、受注残高は

１１５億４千万円（前年同期比４１.０

％の増加）となり、外部売上高も

１３１億４千１百万円（前年同期比

3.4％の増加）となりました。また、

営業利益も８億５千１百万円

（前年同期比１９.２％の増加）と

なりました。 

■ 粉体関連事業売上高推移 

第58期 
平成14年 

第60期 
平成16年 

第62期 
平成18年 

第61期 
平成17年 

0

35,000百万円 

24,639

13,14112,708

第59期 
平成15年 

通期 

中間 

24,480
21,002

プラスチック薄膜関連事業 
同事業は、欧州と米国市場を中心に食品包装、日本市場に多機能性

フォトレジスト、マスキング多層フィルム等の用途をもつプラスチック薄膜の

生産システムを開発、製造、販売しており、欧米市場を主力としています。

原油価格高騰による世界的な原料樹脂の価格上昇も昨年秋に一段落

し高値安定状態であります。利益幅の大きな高機能フィルム、多機能

多層フィルム分野において主力市場である欧州、北米での設備投資が

回復し受注高も大幅な伸びを示しており、日本国内も同様に推移して

おります。この結果、当中間連結

会計期間の受注高は４９億５千

６百万円（前年同期比１５３.１％の

増加）となりました。また受注残高

も３５億５千６百万円（前年同期比

１３３.８％の増加）となりましたが、

外部売上高は３２億２千５百万円

（前年同期比１.４％の減少）に

とどまりました。営業利益は１億

６千９百万円（前年同期比７.０％

の増加）となりました。 

■ プラスチック薄膜関連事業売上高推移 

0

8,000百万円 

4,3194,389

第60期 
平成16年 

3,2253,270
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中間 
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2,849

3,120

1,603

環境関連事業 
同事業は、日本市場において大気汚染防止装置及び精密空調

制御装置の製造、販売をしております。焼却炉用大気汚染防止装置

は昨年同様に低調でしたが、化学・食品・電子部品関係の生産工場

用設備が特に好調で受注は大きく進展いたしました。一方、精密空調

装置については液晶関連が昨年並みに推移したのに対し、ＤＶＤ関連、

病院関連がいずれも低調でし

た。この結果、受注高は１７億

６千４百万円（前年同期比５.３％

の増加）となり、受注残高も８億

６千６百万円（前年同期比５３.０

％の増加）となりましたが、下半

期納期の案件が多かったため、

外部売上高は１４億７千８百万

円（前年同期比７.８％の減少）

にとどまりました。営業利益は、

付加価値の高い小型製品の開

発や中型機のコストダウン設計

に注力してきました結果、２億３千７百万円（前年同期比１４.４％の増加）

となりました。 

製菓関連事業 
同事業は、欧米を中心にハードキャンディ、チョコレートバー、ベーカリー

等の製菓装置の製造販売、エンジニアリングを手掛け、原料から最終

製品まで完結する総合システムを提供しています。主要市場の米国、欧州

における拡販の他、豪州、中近東、アジア等において、新市場の開拓を

図ってまいりました。この結果、当

中間連結会計期間の受注高は

１０億７千４百万円（前年同期比

２８.１％の減少）となりました。

受注残高も６億７千２百万円（前年

同期比２０.３％の減少）となりまし

た。外部売上高は１８億５千４百

万円（前年同期比３１.３％の増加）

となり、営業利益は１億５千７百

万円（前年同期比１３８.３％の

増加）となりました。 

■ 環境関連事業売上高推移 

0

5,000百万円 

第58期 
平成14年 

第60期 
平成16年 

第59期 
平成15年 

通期 

中間 
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2,000

3,000

4,000

1,000

第62期 
平成18年 

3,242

1,478

第61期 
平成17年 

■ 製菓関連事業売上高推移 

0

5,000百万円 
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第60期 
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中間 
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比較中間連結貸借対照表 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１８年３月３１日 平成１７年３月３１日 平成１７年９月３０日 

資産の部 
流動資産 ２０,９４３ １９,３７８ ２０,１０４ 
現金及び預金 ３,９０６ ２,９０２ ３,８１４ 
受取手形及び売掛金 １０,８８６ １０,３３２ １０,３９５ 
有価証券 ２９３ ３５０ ４０９ 
たな卸資産 ４,５８６ ４,５５９ ４,４９０ 
繰延税金資産 ６６３ ５７７ ５７４ 
その他の流動資産 ７４２ ８２０ ５５６ 
貸倒引当金 △ １３５ △ １６４ △ １３６ 
 
固定資産 １７,９３７ １７,８７３ １７,３７８ 
有形固定資産 １３,２８２ １３,４９９ １３,２４５ 
建物及び構築物 １２,５５９ １２,２３３ １２,２０２ 
機械装置及び運搬具 ８,１４７ ７,８４９ ７,８７１ 
土地 ４,９５９ ４,９２７ ４,９１１ 
建設仮勘定 ６４ ２５ ３２ 
その他 １,９２６ １,８０７ １,８４９ 
減価償却累計額 △ １４,３７５ △ １３,３４４ △ １３,６２１ 

無形固定資産 ３,０２５ ２,９８０ ２,９１６ 
営業権 ２,９５４ ２,８８５ ２,８３３ 
その他 ７１ ９４ ８２ 

投資その他の資産 １,６２９ １,３９３ １,２１７ 
投資有価証券 １,２４８ ９７７ ８３２ 
繰延税金資産 １２０ １２３ １２０ 
その他 ３０２ ３５９ ３４８ 
貸倒引当金 △ ４２ △ ６６ △ ８５ 

繰延資産 ４１ ３９ ３５ 
新株発行費 ３２ １７ ２３ 
社債発行費 ８ ２２ １１ 
 
資産合計 ３８,９２２ ３７,２９１ ３７,５１９ 

中間連結財務諸表 
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 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１８年３月３１日 平成１７年３月３１日 平成１７年９月３０日 

負債及び資本の部 
流動負債 １３,１５８ １２,０３９ １２,３８９ 
支払手形及び買掛金 ４,９３４ ４,９４４ ４,８２４ 
短期借入金 ６４９ ７９９ ７０８ 
１年以内返済予定長期借入金 ４００ ６３０ ４００ 
未払費用 ２,３５４ ２,１０１ ２,２０３ 
未払法人税等 ２０８ ６３ ３９５ 
繰延税金負債 ８７ ４３ ３６ 
賞与引当金 ３８６ ３０７ ４２８ 
役員賞与引当金 ２０ ―― ―― 
製品保証等引当金 ７８６ ６６２ ７６５ 
前受金 ２,２７７ １,３８９ １,５３６ 
その他 １,０５３ １,０９５ １,０９１ 
固定負債 ４,７７４ ９,４１７ ７,５１８ 
新株予定権付社債 ―― ４,３００ ２,６００ 
長期借入金 ６００ １,０２９ ８００ 
繰延税金負債 ３０２ ２５６ ２６６ 
退職給付引当金 ３,５７３ ３,４６２ ３,４５５ 
役員退職給与引当金 ２６０ ３２３ ３５５ 
その他 ３８ ４５ ４１ 
負債合計 １７,９３２ ２１,４５６ １９,９０８ 

少数株主持分 ３００ ３２７ ３１２ 

資本金 １４,４９５ １２,３４０ １３,１９２ 
資本剰余金 ５,２０６ ３,０６１ ３,９０９ 
利益剰余金 ３,２３９ ２,３１２ ２,７０７ 
その他有価証券評価差額金 ２２９ ７４ １１３ 
為替換算調整勘定 △ ２,４１３ △ ２,２４５ △ ２,５７７ 
自己株式 △ ６９ △ ３５ △ ４７ 
 
資本合計 ２０,６８８ １５,５０７ １７,２９８ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ３８,９２２ ３７,２９１ ３７,５１９ 
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比較中間連結損益計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１７年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 

 至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日 至 平成１７年９月３０日 

売上高 １９,７００ １８,９９５ ３８,１５１ 
売上原価 １２,６６７ １２,５７２ ２５,１７１ 
売上総利益 ７,０３２ ６,４２２ １２,９８０ 
販売費及び一般管理費 ５,９９２ ５,７４３ １１,４２６ 

営業利益 １,０４０ ６７９ １,５５４ 
営業外収益 ２９６ ６１ ２１０ 
（受取利息・配当金） （５４） （２１） （３１） 
（その他） （２４１） （４０） （１７８） 
営業外費用 １４９ ３０８ ３６９ 
（支払利息） （７２） （１３４） （１６７） 
（その他） （７７） （１７３） （２０１） 
経常利益 １,１８７ ４３３ １,３９５ 
特別利益 １９ ４５ ５９ 
特別損失 ３０７ ８９ ４１３ 
税金等調整前中間（当期）純利益 ８９９ ３８９ １,０４０ 
法人税・住民税及び事業税 ２４０ １３３ ４６３ 
法人税等調整額 △ ８９ △ １７１ △ ２３２ 
少数株主損失 １３ ３ １４ 
中間（当期）純利益 ７６１ ４３０ ８２５ 

比較中間連結剰余金計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１７年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 

資本剰余金の部 至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日 至 平成１７年９月３０日 

資本剰余金期首残高 ３,９０９ ２,７１１ ２,７１１ 

資本剰余金増加高 
新株予約権の行使による新株発行 １,２９６ ３４９ １,１９７ 

資本剰余金中間期末（期末）残高 ５,２０６ ３,０６１ ３,９０９ 
 

利益剰余金の部 
利益剰余金期首残高 ２,７０７ １,８８２ １,８８２ 

利益剰余金増加高 
中間（当期）純利益 ７６１ ４３０ ８２５ 

利益剰余金減少高 
配当金 １９９ ―― ―― 
役員賞与 ３０ ―― ―― 

利益剰余金中間期末（期末）残高 ３,２３９ ２,３１２ ２,７０７ 

中間連結財務諸表 
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825

△1,139

△198

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１７年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 
 至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日 至 平成１７年９月３０日 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,０６５ １,２１３ ２,８８９ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６７６ ５８３ ３７９ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５０５ △ ３,９３６ △ ４,５１７ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 ６１ △ ２６ ５４ 

現金及び現金同等物の減少額 △ ５４ △ ２,１６５ △ １,１９４ 

現金及び現金同等物の期首残高 ４,２２３ ５,４１８ ５,４１８ 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ３０ ―― ―― 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ４,１９９ ３,２５２ ４,２２３ 

業績推移 

■ 売上高 

■ 経常利益 ■ 当期純利益 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000百万円 

第61期 
平成17年 

19,700
18,995

36,452 38,15135,326

第58期 
平成14年 

第62期 
平成18年 

第59期 
平成15年 

通期 中間 

第60期 
平成16年 

28,563

-1,500

-1,000

0

500

1,000

1,500百万円

1,187

433

第58期 
平成14年 

第62期 
平成18年 

第61期 
平成17年 

第59期 
平成15年 

1,395

184

第60期 
平成16年 

-500

第62期 
平成18年 

761

-6,000

-5,000

-4,000

-3,000

0

2,000百万円

1,000

-2,000

-1,000

第58期 
平成14年 

第60期 
平成16年 

第61期 
平成17年 

第59期 
平成15年 

△5,061 △5,098

430406
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比較中間貸借対照表 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１８年３月３１日 平成１７年３月３１日 平成１７年９月３０日 
  

資産の部 

流動資産 １４,１６９ １４,０３３ １４,８５４ 

固定資産 １３,４９５ １３,６５９ １３,３８２ 
有形固定資産 ７,４５６ ７,９３７ ７,７８６ 
無形固定資産 １７ ２０ １７ 
投資その他の資産 ６,０２１ ５,７０１ ５,５７８ 
繰延資産 ４１ ３９ ３５ 
 
資産合計 ２７,７０６ ２７,７３２ ２８,２７２ 
 
 
 
負債の部 
流動負債 ４,２７８ ５,００４ ５,２３４ 

固定負債 ２,４６２ ７,０５７ ５,１９７ 

 
負債合計 ６,７４１ １２,０６２ １０,４３２ 
 
 
資本の部 
資本金 １４,４９５ １２,３４０ １３,１９２ 

資本剰余金 ５,２０６ ３,０６１ ３,９０９ 

資本準備金 ５,２０６ ３,０６１ ３,９０９ 

利益剰余金 １,１０３ ２３０ ６７２ 

中間（当期）未処分利益 １,１０３ ２３０ ６７２ 

その他有価証券評価差額金 ２２７ ７２ １１２ 

自己株式 △ ６９ △ ３５ △ ４７ 
 

資本合計 ２０,９６４ １５,６７０ １７,８３９ 

 

負債及び資本合計 ２７,７０６ ２７,７３２ ２８,２７２ 

中間単体財務諸表 
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比較中間損益計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１７年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 自 平成１６年１０月１日 
  至 平成１８年３月３１日 至 平成１７年３月３１日 至 平成１７年９月３０日 
経常損益の部 
営業損益の部 
売上高 ６,５０８ ７,０６６ １４,１８９ 
売上原価 ３,９６３ ４,５５４ ９,０６０ 
販売費及び一般管理費 １,９７２ ２,０５３ ４,０６９ 
 
営業利益 ５７２ ４５９ １,０５８ 
 
営業外損益の部 
営業外収益 ３７９ １７５ ３５５ 
（受取利息及び配当金） （１１１） （１１２） （２３０） 
（その他の営業外収益） （２６８） （６２） （１２４） 
営業外費用 ７２ ２２７ ２５０ 
（支払利息） （１６） （１０７） （１３３） 
（その他の営業外費用） （５５） （１２０） （１１７） 
 
経常利益 ８８０ ４０７ １,１６２ 
 
 
 
 

特別損益の部 
特別利益 ４ ０ ―― 
 
特別損失 ３１５ ０ ２９６ 
 
税引前中間（当期）純利益 ５７０ ４０７ ８６６ 
法人税・住民税及び事業税 ７ １６ ３３ 
法人税等調整額 △ ９８ △ １７５ △ １７５ 
 
中間（当期）純利益 ６６０ ５６６ １,００８ 
前期繰越利益（△損失） ４４３ △ ３３５ △ ３３５ 
 
中間（当期）未処分利益 １,１０３ ２３０ ６７２ 
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ホソカワミクロン 
創業９０周年記念式典 
当社は、２００６年４月１８日に創業９０周年を迎えました。 

同日、世界に展開するグループ各社のマネジメントが来日し、テレビ
会議システムを利用して国内全事業所参加のもと、厳粛な記念式典
を行いました。 

また、同記念式典の開催と合わせて、当社グループの国際戦略の
要となる“ＣＯＯマネジメント会議”及び“国際研究開発会議”を
開催しました。 

ＣＯＯマネジメント会議 
当社グループの国内外主要会社のトップが集まって、グローバル経営
戦略を討議するとともに、各ユニットの執行状況を監視することを
目的として、１年に数回“ＣＯＯマネジメント会議”を開催しています。 

世界のトップ１８名が本社に一堂に会して、３日間（４月１９日～２１日）に
わたり、詳細な報告と今後の戦略について、積極的な議論を行い
ました。 

国際研究開発会議 
世界各地で活躍する研究開発
リーダーが一堂に会して、お互いの
研究開発の成果を発表すると
ともに、研究開発に関する世界
戦略を討議することを目的として、
１年に１～２回日米欧の持ち
回りにより、“国際研究開発会議”を開催しています。 

４月２０～２１日に、日本、ドイツ、オランダ、アメリカの研究開発リーダー
１０名が枚方本社に集結しました。 

粉体関連装置、ミクロン領域の粉体ハンドリングに関する研究開発
のみならず、ナノ粒子レベルの最先端分野の知見についても
積極的に情報交換を行うなど、国際的な協力体制の構築と連携
の強化を図っています。 
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２００５.１０.～２００６.４. 
トピックス 

高速摩砕式超微粉砕機
「スーパーミクロンミルＥ型」
を販売開始。摩砕機構と
異成分分離に有効なノズル
機構を継承しながら高速化、
大幅な省スペース、省エネ
ルギー、低騒音を実現しま
した。 

● ２００５年１０月 

固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の６００℃以下での低温作
動に成功しました。 

● ２００６年１月 

機能性ナノコンポジット製
品の製造工場を奈良県
五條市に建設しました。 

● ２００６年３月 

ＰＬＧＡナノコンポジット粒子を用いて、養毛料「ナノインパクト」
を開発し、５００名様限定の会員募集を開始しました。 

● ２００６年４月 

日本の著名な学者、研究者からなる委員会

の編集により、世界で初めてナノ粒子と

そのハンドリングに関するハンドブックを

刊行しました。 

書籍名◆ナノパーティクルテクノロジー 
 ハンドブック 

監　修◆細川益男 

出　版◆日刊工業新聞社 

▲ 新五條工場 

▲ スーパーミクロンミルE型 
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株式の状況 

■ 株式の状況 （平成１８年３月３１日現在） 

会社が発行する株式の総数 …………………………… ９９,３４７,０００株 

発行済株式の総数 …………………………………… ４３,０７５,３５０株 

株主数 ………………………………………………………… ８,２９２名 

■ 所有者別所有株式数 

■ 大株主 （平成１８年３月３１日現在） 

■ 所有者別株主数 

株　主　名 　持株数（千株） 　出資比率（％） 

細　川　益　男 ３,８５２ ８.９４ 

日本証券金融株式会社 ３,２２５ ７.４８ 

株式会社栗本鐵工所 ３,０００ ６.９６ 

株式会社ユノインターナショナル ２,９５２ ６.８５ 

細　川　悦　男 １,００８ ２.３４ 

細　川　泰　史 ９０２ ２.０９ 

細　川　雅　代 ６５５ １.５２ 

日興シティ信託銀行株式会社（投信口） ５００ １.１６ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ４６５ １.０７ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ４５５ １.０６ 

株式数 
４３,０７５,３５０ 
株 

株主数 

８,２９２名 

１,１９１,０００株 

３７名 
７,４９６,０４９株 

３９９名 
２,７３８,８６３株 

６２名 

７,３５８,５５６株 
４２名 

２４,２９０,８８２株 

７,７５２名 

個人・その他 

金 融 機 関  

証 券 会 社  

その他国内法人 

外 国 法 人 等  

（注）東豊産業株式会社は、平成１７年１２月２６日付で株式会社ユノインターナショナルに商
号を変更しております。 

13



会社概要 

■ 会社概要 （平成１８年３月３１日現在） 

商　　号 ホソカワミクロン株式会社 

英文商号 ＨＯＳＯＫＡＷＡ ＭＩＣＲＯＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

創　　業 大正５年４月１８日（１９１６年） 

設　　立 昭和２４年８月１３日（１９４９年） 

資 本 金 １４４億９５百万円 

従業員数 ３４２名 

Ｕ　Ｒ　Ｌ ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ｈｏｓｏｋａｗａｍｉｃｒｏｎ.ｃｏ.ｊｐ/

■ 役員 （平成１８年４月１日現在） 

 代表取締役社長 細 川  益男 Ｃ.Ｅ.Ｏ.（最高経営責任者） 

 代表取締役副社長 宮田  清巳 Ｃ.Ｏ.Ｏ.（最高執行責任者） 

 常 務 取 締 役 安 岡  公道 国内事業担当 

 取　　締　　役 野 城  　清  

 取　　締　　役 荒 川  　隆 総務本部 本部長 兼 枚方事業所長 

 取　　締　　役 木 原  　均 海外事業統括 兼 海外事業本部 本部長 

 取　　締　　役 前出  省三  粉体システム事業本部 本部長 

 取　　締　　役 福 永  忠道 環境システム事業本部 本部長 

 取　　締　　役 千 畑  一郎 社外 

 取　　締　　役 内 藤  牧男  

 監　　査　　役 浮田 俊太郎 常勤 

 監　　査　　役 國 分  紀一 社外 

 監　　査　　役 吾田 啓一郎 社外 

 執　行　役　員 中村  嘉宏  Ｃ.Ｆ.Ｏ.（最高財務責任者）兼 経理本部 本部長 

 執　行　役　員 高 木  保雄 総務本部 副本部長 

 執　行　役　員 井 上  鉄也 経理本部 副本部長 

 執　行　役　員 吉田  　稔 東京支店長 

 執　行　役　員 井 町  　充 メンテナンスサービス事業本部 本部長 

 執　行　役　員 横 山  　新 粉体システム事業本部 副本部長 

 執　行　役　員 花 川  忠巳  粉体システム事業本部 副本部長 

 執　行　役　員 内田  良範  米国事業担当 兼 海外事業本部 副本部長 

Ｃ.Ｔ.Ｏ.（最高技術責任者） 
兼 国立大学法人大阪大学接合科学研究所 所長 

国立大学法人大阪大学接合科学研究所付属 
スマートプロセス研究センター教授 
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本 社●〒５７３-１１３２ 大阪府枚方市招提田近１丁目９番地 
電 話●０７２-８５５-２２２６　FAX●０７２-８５５-２４１０ 
URL●http://www.hosokawamicron.co.jp/　証券コード●６２７７ 

この冊子は再生紙を使用し、印刷インキにはアメリカ
大豆協会認定の大豆油インキを使用しています。 

表紙 　上：多機能型連続式瞬間乾燥装置“ドライマイスタ”  
 下右：独自開発の機能性ナノ粒子技術を活用したブランド化粧品“ナノクリスフェアシリーズ” 
 下左：機能性ナノ粒子技術を活用して新開発した養毛料“ナノインパクト” 

株主メモ 

事　業　年　度  １０月１日から翌年９月３０日まで 

定 時 株 主 総 会 毎年１２月 

基　　準　　日 定時株主総会　毎年９月３０日 
 その他必要のあるときは、あらかじめ公告をして定めた日 

 期末配当金　毎年９月３０日 
 中間配当金　毎年３月３１日 

株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 〒５４１-８５０２ 
（お問い合わせ先） 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部 
 通話料無料　０１２０-０９４-７７７ 

同　取　次　所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店 

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀行の
電話及びインターネットでも２４時間承っております。 
――――――電話（通話料無料・フリーダイヤル）―――――― 

０１２０-２４４-４７９（本店証券代行部） 
０１２０-６８４-４７９（大阪証券代行部） 

――――――――インターネットホームページ―――――――― 
http://www.tr.mufg.jp/daikou/

公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、電子公告によることが

できない事故、その他のやむを得ない事由が生じたときは、

日本経済新聞に掲載して行います。 

電子公告のホームページアドレス 
http://www.hosokawamicron.co.jp/




